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「人的資本可視化指針（改訂版）」の公表
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「人的資本可視化指針（改訂版）」が、内閣官房、金融庁、経済産業省から2026年3月23日に
公表されました。

人的資本可視化指針（改訂版）の構成

 本公開草案の主なポイント

人的資本投資は、強い日本経済の実現を目指し中長期的な企業価値の向上を後押しするために不可欠な要素です。
2022年8月に「人的資本可視化指針」が公表され、人的資本可視化の重要性やその方法について記載されました。
直近では「企業内容等の開示に関する内閣府令」等が改正され（2026 年２月 20 日公布・施行、2026 年３月期
から適用）、有価証券報告書に企業戦略と関連付けた人材戦略と、それを踏まえた従業員給与等の決定方針等の
開示が求められることになりました。

企業規模に関わらず様々な企業における経営戦略と人材戦略・人的資本投資の連動に向け、以下の2点について改
訂されました。
①国際的な開示基準を踏まえた情報開示の進め方
     国際的なサステナビリティ開示基準の検討が進展したことを受け、関連する記載が更新されました。
②経営戦略と人材戦略・人的資本投資の連動に向けた具体的な考え方とその実践
• 経営戦略と人材戦略・人的資本投資の連動性を高めるべく、経営戦略を基に、事業セグメント・地域ごとにあるべき組織・人材

の姿を明確にし、これに応じて必要な人材戦略・人的資本投資を検討するための具体的なフローが提供されました。
• 人材戦略・人的資本投資の効果について、経営戦略と紐付く形で測定可能な指標および目標を設定・可視化し、その重要度

や投資家の関心に応じて、ステークホルダーとの対話の充実に向けた開示を進めることが促されています。

背景

概要

「人的資本可視化指針（改訂版）」の主なポイント

2026年3月24日

参考：非財務情報可視化研究会｜内閣官房ホームページ

経営戦略・ビジネスモデル

人的資本関連の指標及び目標

人材戦略

経営戦略と連動した人材戦
略・人的資本投資をどのよう
に考え、実践するかについて、
新たな国際基準も踏まえた

考え方を整理

はじめに（改訂の背景と趣旨）
1.人的資本投資とその可視化の意義

1.1. 成長投資としての人的資本投資とその可視化の重要性
1.2.   人的資本投資に対する投資家からの期待と労働市場の関心

2.人的資本の可視化に向けた進め方
2.1. 投資家の期待に応えるための人的資本開示の考え方
2.2. 経営戦略と連動した人材戦略・人的資本投資の実践と

可視化

国際的な開示基準を踏まえた情報開示の進め方
国際的な開示基準を踏まえた経営戦略と人材戦略の関係性や、経営戦略・
人材戦略と国際的に開示が求められる4つの要素（ガバナンス、戦略、リスク
管理、指標及び目標）の関係を整理

経営戦略と人材戦略・人的資本投資の連動に向けた具体的
な考え方とその実践
経営戦略を踏まえた人材戦略・人的資本投資に関する記載を拡充し、企業の
実質的な情報開示及び人的投資を促す。
※資本市場（投資家）、労働市場（求職者等）との情報開示を通じた対
話の充実に向けたポイントも整理。

人的資本可視化指針（改訂版）目次
改訂の概要

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/hizaimu/index.html
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内閣官房のサイト

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向
日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を取
りまとめています。

「人的資本可視化指針」の改訂について | 内閣官房ホームページ
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